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○敦賀赤レンガ倉庫の設置及び管理に関する条例 

平成26年３月20日条例第２号 

敦賀赤レンガ倉庫の設置及び管理に関する条例 

（目的及び設置） 

第１条 歴史的資産を保存し、及び活用することにより、市民及び観光者の交流を推進するととも

に、敦賀市の商業及び観光の振興並びに中心市街地の活性化に寄与するため、敦賀赤レンガ倉庫

（以下「倉庫」という。）を設置する。 

（位置） 

第２条 倉庫は、敦賀市金ケ崎町４番１号に置く。 

（業務） 

第３条 倉庫は、第１条に規定する設置の目的（以下「設置目的」という。）を達成するため次に

掲げる業務を行う。 

(１) 鉄道及び港の歴史等に関する資料の展示並びに施設及び設備の提供 

(２) 商業及び観光の振興のための施設、設備及び飲食物等の提供 

(３) 市民及び観光者の交流、文化教養の向上並びに余暇活動に必要な施設及び設備の提供 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務 

（指定管理者による管理） 

第４条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定により、倉庫の管理を法人そ

の他の団体であって市長が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に行わせるものとする。 

２ 前項の指定を受けようとするものは、規則で定めるところにより、市長に申請しなければなら

ない。 

３ 市長は、倉庫の管理上特別の事由がある場合として規則で定める場合にあっては、前項の規定

により申請することができるものを指名することができる。 

（指定管理者の指定の基準） 

第５条 市長は、前条第２項の規定による申請があったときは、次に掲げる基準に適合しているも

ののうち、設置目的を最も効果的に達成することができると認めるものを、議会の議決を経て指

定管理者として指定するものとする。 

(１) 市民の平等な利用を確保することができるものであること。 

(２) 倉庫の効用を最大限に発揮するとともに管理の経費の縮減が図られるものであること。 

(３) 倉庫の管理を安定して行う能力を有するものであること。 
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(４) 前３号に掲げるもののほか、倉庫の管理を効果的かつ効率的に行うために必要なものとし

て規則で定める基準 

（指定の公示等） 

第６条 市長は、前条の規定により指定管理者を指定したときは、その旨を公示しなければならな

い。地方自治法第244条の２第11項の規定により指定を取り消し、又は管理の業務の全部若しくは

一部の停止を命じたときも同様とする。 

２ 指定管理者は、その名称又は主たる事務所の所在地を変更しようとするときは、変更しようと

する日の２週間前までに、その旨を市長に届け出なければならない。 

３ 市長は、前項の規定による届出があったときは、その旨を公示しなければならない。 

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第７条 指定管理者が行う倉庫の管理の業務の範囲は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 利用の許可、利用の許可の取消し、利用の制限その他の利用に関する業務を行うこと。 

(２) 第３条第１号から第３号までに規定する施設及び設備（以下「施設等」という。）の利用

に係る料金（以下「利用料金」という。）の徴収、利用料金の還付、利用料金の免除その他の

利用料金に関する業務を行うこと。 

(３) 倉庫の維持管理に関する業務を行うこと。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、倉庫の管理に関し市長が必要と認める業務を行うこと。 

（指定管理者の原状回復義務） 

第８条 指定管理者は、その指定期間が満了したとき、又は地方自治法第244条の２第11項の規定に

より指定を取り消され、若しくは期間を定めて管理に係る事務の全部若しくは一部の停止を命ぜ

られたときは、速やかに施設、設備等を原状に回復しなければならない。ただし、市長の承諾を

得たときは、この限りでない。 

（秘密保持義務） 

第９条 指定管理者の役員若しくは構成員若しくは倉庫の業務に従事している者又はこれらのもの

であった者は、倉庫の管理に関し知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益のために利用して

はならない。指定管理者の指定の期間が満了し、若しくは指定を取り消され、又は従事者の職務

を退いた後においても、同様とする。 

（開館時間） 

第10条 倉庫の開館時間は、午前８時30分から午後11時までとする。 

２ 指定管理者は、必要があると認めるときは、市長の承認を得て前項の開館時間を変更すること
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ができる。 

（休館日） 

第11条 市長は、特別の理由があると認めるときは、休館日を定めることができる。 

２ 指定管理者は、必要があると認めるときは、市長の承認を得て休館日を定めることができる。 

（利用の許可） 

第12条 施設等を利用しようとする者は、指定管理者の許可を受けなければならない。許可された

事項を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 指定管理者は、施設等の利用を許可する際に施設等の管理上必要な限度において条件を付すこ

とができる。 

（利用許可の制限） 

第13条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、施設等の利用を許可しない。 

(１) 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあると認められるとき。 

(２) 施設、附属設備、器具等を損壊し、又は滅失するおそれがあると認められるとき。 

(３) 管理上支障があると認められるとき。 

(４) その他指定管理者が不適当であると認めるとき。 

（許可の目的外利用等の禁止） 

第14条 第12条第１項の規定により利用の許可を受けた者（以下「利用者」という。）は、許可を

受けた目的以外に施設等を利用し、又はその権利を譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（損傷又は滅失の届出） 

第15条 施設、附属設備、器具等を損傷し、又は滅失させた者は、直ちにその旨を指定管理者に届

け出て、その指示に従わなければならない。 

（利用許可の取消し等） 

第16条 指定管理者は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、第12条第１項の許可（以

下「利用許可」という。）を取り消し、又は利用を中止させ、若しくは利用の条件を変更するこ

とができる。 

(１) 利用許可の申請に虚偽の事実があったとき。 

(２) 第13条各号のいずれかに該当するものと認めたとき。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(４) その他管理運営上やむを得ない事由により特に必要があると認めたとき。 

２ 前項の規定により利用許可を取り消し、又は利用を中止させ、若しくは利用条件を変更した場



4/6 

合において、利用者に損害が生じても、指定管理者は、その責めを負わない。 

（利用料金） 

第17条 施設等を利用しようとする者は、別表に掲げる利用料金を前納しなければならない。ただ

し、指定管理者が特別の理由があると認めたときは、後納させることができる。 

２ 利用料金の額は、別表に掲げる額を超えない範囲内で指定管理者が定める額とする。この場合

において、指定管理者は、あらかじめ当該利用料金の額について市長の承認を受けなければなら

ない。 

３ 指定管理者は、利用料金をその収入として収受するものとする。 

（利用料金の免除） 

第18条 指定管理者は、公用又は公共の用のために施設等を利用する場合で特に必要があると認め

るときは、市長の承認を得て、利用料金の全部又は一部を免除することができる。 

（利用料金の還付） 

第19条 既納の利用料金は、還付しない。ただし、指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する

ときは、その全部又は一部を還付することができる。 

(１) 災害その他やむを得ない事由により施設等を利用することができなくなったとき。 

(２) 前号に掲げるもののほか、利用者の責めに帰することができない事由により施設等を利用

することができなくなったとき。 

（特別な設備等の許可） 

第20条 利用者は、施設等に特別な設備器具を設置し、又は施設等の原状を変更しようとするとき

は、あらかじめ指定管理者の許可を受けなければならない。 

２ 前項の規定により生じる経費は利用者の負担とし、利用許可を取り消し、又は利用を中止させ、

若しくは利用条件を変更した場合において、利用者に損害が生じても、指定管理者はその責めを

負わない。 

（原状回復の義務） 

第21条 利用者（第３条第１号に規定する施設及び設備の利用の許可を受けたものを除く。以下こ

の条において同じ。）は、施設等の利用を終了したとき、第16条第１項の規定により利用許可を

取り消されたとき、又は前条第１項の規定により特別な設備器具を設置し、若しくは施設の原状

を変更したときは直ちに当該施設等を原状に回復し、指定管理者の点検を受けなければならない。 

２ 利用者が前項の規定を履行しないときは、市長が利用者に代わってこれを執行し、その費用は

利用者の負担とする。 
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（入場の制限及び退去） 

第22条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、倉庫への入場を禁止し、又

は倉庫から退去させることができる。 

(１) 感染症の疾患者又は泥酔者 

(２) 他人の迷惑となる物品、器具等を携帯している者 

(３) 他人に迷惑及び被害若しくは危険を及ぼすおそれがあると認められる者 

(４) その他管理上支障があると認められる者 

（損害賠償） 

第23条 倉庫に入場する者は、故意又は過失により施設、附属設備、器具等を汚損し、損壊し、又

は滅失したときは、市長が定める額を賠償しなければならない。ただし、市長が特にやむを得な

い事由があると認めるときは、その全部又は一部を免除することができる。 

（委任） 

第24条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して２年を超えない範囲内において規則で定める日から施行す

る。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。（平成26年規則第35号で平成27年10月14日

から施行） 

（準備行為） 

２ この条例の規定による指定管理者の指定及びこれに関し必要な手続、利用料金の承認その他条

例を施行するために必要な行為は、この条例の施行の日前においても行うことができる。 

別表（第17条関係） 

利用料金 

区分 金額 

北棟（ジオラマ館） 一般 １人当たり500円 

小学生以下 １人当たり300円 

南棟（レストラン館） 3.3平方メートルにつき１月当たり8,000円 

体験設備 １台につき１回当たり300円 

広場（オープンガーデン）及び市民 １平方メートルにつき１時間当たり５円 
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ギャラリー（ギャラリーストリート） 

備考 

１ 南棟（レストラン館）の利用に係る電気、電話、上下水道等の費用で指定管理者の指定す

るものは利用者の負担とする。 

２ 利用者が営業、宣伝その他これらに類する目的で広場及び市民ギャラリーを利用する場合

は、当該利用料金に５割を乗じて得た額を加算する。 


